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ベルギー

野菜、果物、医薬品、おむつなどの衛生用品、公共

交通機関に対する付加価値税を０％に削減

電力、天然ガス、水道、家庭用暖房器具の付加価値

税を税率を21％から6％に減税

スペイン

野菜や卵など主食の付加価値税を４％から０％に

減税

パスタ、調理用油の付加価値税をを１０％から５％

に減税

モザンビーク

砂糖やサトウキビ生産を含む砂糖精製産業、食用

油・せっけんに由来する製品を17％から０％に減税

JETROビジネス短信等を基に作成

物価高騰が止まりません。食料品の価格上昇など、家計や事業に重い負担となってのしかかっています。
インフレの影響は世界各国でも深刻です。各国では付加価値税を減税して、国民の負担軽減を図っています。スペインでは食用油やパスタの付加価値税を10%から5%に引き下げ、パンや牛乳、卵、野菜などの税率を４％から０％に減税しました。6月末に終了予定でしたが、延長しようとしています。
ベトナムでは半年間と期間を定めて10%の付加価値税を８％に減税する提案が財務省から出され、議論が進められています。議員からは期限を24年末まで伸ばすことや4%引き下げるべきという積極的な提案もされています。
消費税の財源は不公平な税制を正すことで生み出すことができます。消費税が実施されて30年が経ち、税率は10%まで引き上げられてきました。一方で所得税や法人税は減税され、消費税収はその穴埋めに回されてきました。
所得が1億円を超えると税負担率が下がる「1億円の壁」、史上空前の利益を上げながら法人税負担は下がり続けるなど富裕層や大企業を優遇する税制がゆがみを生んでいます。
こうした不公平な税制を正し、能力に応じた税の負担にかえれば51兆円を超える税収が確保できると試算されています。この財源で消費税の減税や廃止は実現できます。
税金の集め方、使い方を決めるのは国民です。「消費税に頼らない税制を」の声をあげましょう。
家計や事業の負担軽減


消費税減税で物価高対策を！





財源は不公平な税制の是正で


消費税に頼らない税制の実現を
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